
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特 記 仕 様 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１章 総則 

    本仕様書は西発排水機長寿命化工事に適用する。 

第２章 工事内容 

    

１．目的 

この工事は、西発排水機場の実施計画に基づき、ポンプ製作据付の更新工事を 

行うものである。 

 

２．工事場所 

  鳴門市 撫養町 斎田 

 

３．工事概要 

  本工事の製作据付工事概要は、以下のとおりである。 

   １）排水ポンプ 

     ・着脱式水中ポンプ φ350mm×37ｋｗ          1 台 

   ２）主配管（吐出管）  φ350mm              1 式 

   ３）弁 類（逆止弁）  φ350mm                          1 基 

      ４）フロート式水位計                   1 台 

   ５）ポンプ操作盤                     1 面 

    ６）高圧受変電設備                    1 式 

    ７）ポンプ整備工（既存品）                1 式 

 

４．適用する図書及び基準 

  （１）揚排水ポンプ設備技術基準（案）   〔河川ポンプ技術協会〕 

     揚排水ポンプ設備設計指針（案） 

  （２）道路管理施設等設計指針（案）     〔日本建設機械化協会〕 

     道路管理施設等設計要領 

  （３）ダム・堰施設技術基準（案）      〔ダム・堰施設技術協会〕 

  （４）水門鉄管技術基準           〔水門鉄管協会〕 

  （５）日本工業規格（JIS）           〔日本規格協会〕 

  （６）日本電気工業会標準規格（JEM）    〔日本電気工業会〕 

  （７）日本電気学会電気規格調査会標準規格（JEC） 

  （８）電気設備技術基準 

  （９）四国電力社内規定 

 （１０）労働安全衛生規則 

 （１１）河川管理施設等構造令        〔国土交通省〕 

 （１２）その他関連法規、規定など 

 

５．施工範囲 



   本工事の施工範囲は、ポンプ機械設備の設計、製作、輸送、据付、試運転調整 

及び操作説明までの一切とする。 

 

 

第３章 施工条件 

１．工程制限 

  ポンプ機器設備等については、工期終了までに試運転調整ができるように工事を完成しな 

 ければならない。 

２．工事期間中の休業日は次のとおりとする。 

 （１）工事製作の工事期間には 6ケ月を見込んでいる。 

 （２）現場据付工事の工事期間には 2ケ月程度を見込んでいる。 

   （なお、休日等は日曜日・祝日及び夏期・冬期休暇のほか、作業期間の全土曜を含んで 

   いる。） 

 

第４章 現場条件 

 １．搬入路 

   現場への搬入路については、現地確認を行うこと。 

 ２．第三者に対する措置 

  （１）保安対策 

     現地の交通状況等により必要な場合は、監督員と協議するものとする。この場合は、 

    契約の変更の対象とする。 

  （２）その他 

     既設構造物及び第三者に損害を与えた場合は、請負者の責任で処理する。 

 ３．関係機関との調整 

   請負者は、関係する機関と必要な調整を行う必要がある。 

 

第５章 提出図書等 

 １．承諾図書 

    承諾図書は、Ａ４版装丁とし、契約締結の日から 14 日以内に 2部（承諾後の返却分を

1部含む）作成し、監督職員の承諾を受ける。 

 ２．完成図書等 

    完成図書はＡ４版装丁とし、提出部数は 2部とする。 

    なお、完成図書の内容、編集等については監督員と打ち合わせのうえ作成する。 

    また、完成図書にはアフターケア体制について、会社名、昼間、夜間等の緊急連絡体制

を記載した内容を装張する。 

  ３．届出書等 

    請負者は、下記図書を作成し監督員に提出する。 

 

第６章 仮設 



 １．工事用電力 

    据付工事に使用する電力設備及び電力料金は、請負者の負担とする。 

 

 

第７章 工事用地等 

   道路使用等関連機関との調整を図ること。 

    

第８章 支給電力等  

   本工事の試運転調整に要する電力は、請負者の負担とする。 

 

第９章 設計 

 １．一般事項 

  １）請負者は、本章に示す設計条件等に基づき、設備の製造設計を行う。 

  ２）請負者は、設計図書に示す設計条件・仕様に対して十分な機能を有し、耐久性、安全性

操作性及び保守管理を考慮した構造としなければならない。 

 ２．計画諸元 

  １）φ350 水中ポンプ 

   ①口径、台数        φ350mm×2台（うち 1台既存整備） 

   ②吐出量          25.0m3/min 

   ③全楊程          3.0ｍ 

   ④ポンプ電動機出力     37kw 

   ⑤ポンプ仕様        φ350mm×25.0m3/min×37kw×220V×60Hz 

   ⑥ポンプ着脱装置（ベンド） 1台 

   ⑦その他          強制冷却方式 

   ⑧外水位          既設設備と同条件 

    

  ２）使用ポンプ 

   本工事に使用するポンプは日本国内で製造されたものとする。 

 

第１０章 構造及び製作 

 １．一般事項 

  １）構造及び製作は、設計図書に示す設計条件・仕様に対して十分な機能を有し、耐久性 

安全性、操作性及び保守管理を考慮したものとしなければならない。 

  ２）使用する機器、部品等は日本国内で調達可能なものとする。 

  ３）本工事に使用する外注品は、JIS またはその他関係する規格、基準に合格した機器を使

用し、その構造、性能、機能について請負者は責任をもつものとする。 

 

 ２．主ポンプ設備 

  １）ポンプ本体のみ 



   ①形 式     水中排水ポンプ（着脱式） 

②口 径     φ350mm 

③台 数     2 台（うち 1台既存整備） 

④計画 吐出量     25.0m3／min／台 

⑤全 楊 程     3.0m 

⑥水中 モータ     スターデルタ 

⑦電動 機出力     37kw×220V×60Hz 

⑧フランジ規格     10K 

⑨使 用 材 料      

  ケーシング     FC200 同等品以上 

  羽 根 車     FC200 同等品以上 

  主 軸     SUS420J2 同等品以上 

⑩付 属 品     水中ケーブル、吊上げ用チェーン、その他必要なもの 

 

３．主配管（吐出管） 

吐き出し管は SGP 鋼管製で動水圧等の圧力に対し安全な構造とする。 

 １）主配管（吐出管） 

    管    種     ステンレス鋼管 SUS304 sch20 

    口    径     φ350mm 

使  用  水     雨水排水 

フランジ規格     10ｋ 

数    量     1 式 

 

２）弁類（逆止弁） 

    形    式     スイング式逆止弁 

    口    径     φ350 ㎜ 

使  用  水     雨水排水 

フランジ規格     10ｋ 

据   付  脚     無 

台        数         1 台 

 

使用材料 

    弁箱・弁体      FC/SUS 

    弁   座      メーカー標準品 

弁   棒      メーカー標準品 

 

 

 

 



４．電気設備 

 １）仕様 

    形  式       鋼板製屋内自立閉鎖型 

    数  量       1 面 

運転台数       ポンプ 37kw-2 台 

寸  法       承認図により決定する。 

主要部材質      SS 鋼板製 

塗  装       ポリウレタン樹脂 塗装（重耐塩塗装） 

塗装色        内・外面 指定色 全ツヤ 

内臓機器       配線遮断器 1式 電磁接触器 1 式 

           自動電源切替器 1式 Y-Δ始動回路 2式 

           進相コンデンサ 1式 内水位表示パネル、その他必要なもの 

 

 ２）付属品 

   盤面取付器具 

    名称板             1 式 

    動力電圧            1 台 

    ポンプ電流           1 台 

    ポンプ遠方操作回路       1 式 

    切換スイッチ（手動-自動）   1 個 

    切換スイッチ（商用-自家発）  1 個 

    切換スイッチ（吸水層・照明） 1個 

    押釦スイッチ（運転）     1 個 

    押釦スイッチ（停止）     1 個 

    押釦スイッチ（警報停止）   1 個 

    押釦スイッチ（故障復帰）   1 個 

    押釦スイッチ（ランプテスト  1 個 

    他スイッチ（高水位他）    1 式 

    その他必要なもの 

 

 ３）動作条件（特記） 

    ・フロートスイッチの水位検出信号による運転機能を有する。（2台制御） 

    ・ポンプ運転・停止の水位設定値は盤面で容易に変更できる機能を有する。 

    ・盤面のポンプの「自動-手動」運転切替え機能を有する。 

 

 ４）高圧受電設備 

    形式  屋外自立閉鎖型重耐塩塗装 

    数量  1式 

    特記  水中ポンプ 37kw(220V)6 台運転可能な商用電源設備 材工共 



 ５）フロート式水位計 

    形式    フロート式水位計 

    主要部材  ポリプロピレン樹脂 

    用途    河川・汚水用 

    付属品   専用ケーブル 13ｍ、防波管φ300 程度、取付金具その他必要なもの 

 

 ６）水中ポンプ整備（既存品） 

   ①整備品 

名称    水中ポンプ CN350 新明和工業（株）製造 

    能力    350φ-37kw-60Hz 

   ②整備内容 

    分解・組立・部品交換・潤滑油交換 

    ロータシャフト容射 

    モータ洗浄・乾燥 

    真空テスト 

    ケレン・塗装 

   ③交換部品 

    ベアリング（上） 

    ベアリング（下） 

    メカニカルシート（上） 

    メカニカルイート（下） 

    二ロスリング 

    ウェアリング 

    潤滑油 

   ④特記事項 

    整備内容について、整備要領書を作成し承認を得ること。 

    整備後にポンプ製造会社の品質照明に関する報告書・試験成績書を提出すること。 

 

第１１章 運転操作要領 

 １．操作内容 

   本機場は、ポンプ吸込側水位の制御を目的とし、ポンプの運転操作は原則としてフロート   

スイッチによる自動運転とし、必要に応じて手動操作可能なものとする。 

 ２．運転操作 

  １）ポンプの始動条件 

     ポンプの始動条件は次の通りとする。 

①吸水槽の水位が規定以上であること。 

    ②保護継電器が動作していないこと。 

    ③ゲートが全閉であること。 

  ２）保護機能 



     ポンプ運転中に各機器等に異常が生じた場合、それを検出し状態に応じて停止、警報、 

    表示の動作を行わせる保護機能を設ける。 

  ３）ポンプ等機器類の運転操作 

   （１）通常運転動作は自動運転で行い、水位計にて推移検知し、設定水位によりポンプを

運転する。 

     商用電源にて運転するポンプが自動にて運転する。 

      ①流入（外水）水位上昇 

      ②ポンプ運転 

       上記動作は基本的動作事項であり、管理水位、外水位を充分把握し、監督員と協

議の上提案・承諾を得ること。 

  ４）停止操作 

   （１）ポンプ自動停止 

      流入水量の減少により水位を検知し、運転していた各機器は自動にて停止する。 

   （２）操作盤の操作開閉器を「停止」側に投入すると対象機器を手動にて停止させること

もできるものとする。 

  ５）保護警報装置 

     ポンプ運転中に故障が発生した時、ポンプは自動停止し、操作盤の集合故障表示 

表示させる。 

 

第１２章 塗 装 

 １．一般事項 

 （１）水中ポンプ及びポンプ制御盤の塗装はメーカー標準塗装とする。 

 （２）塗装は各部の塗装仕様により施工するものとし、現場搬入後にタッチアップ程度の補修

を行い仕上げる。 

２．施工方法 

（１）塗装作業は、鋼材表面の素地調整を十分に行った後に実施し、一次プライマー及び各層

の塗り重ねは塗装系に応じた塗装間隔を守り、各層毎に色分けを行い施工する。 

（２）現場溶接部及び工場での塗り残し部の塗装、現場補修等を行い、塗装を仕上げる。 

３．塗装の種類、塗装回数、標準膜厚は、監督員と協議し、決定する。 

第１３章 据 付 

 １．据付 

   本工事の据付は、他の排水機場工事、及び、鳴門市のポンプ施設整備工事と関連するため、

配管経路、箱抜き形状、位置、本工事からの支給品など他の工事と調整を図り、適切な処理

を行う。 

２．輸送 

  据付を行う設備及び機器等を現場に一時仮置きする場合は、監督員と協議するものとし、

設備及び機器の保管には万全を期するものとする。   

３．機械設備 

（１）ポンプ設備の据付は、あらかじめ既設構造物の位置、寸法、高さを計測し、据付基準を



定め、所定の位置に水平、垂直の芯出しを行い、アンカーボルト、鋼製への取付、ボル

トナット等により確実に取付ける。 

（２）ポンプ設備のケーブル、電線保護管は本工事に含む。 

（３）設備の据付に重機械を使用する場合は、既設及び他の構造物に損傷を与えないように留

意する。  

（４）吐出管の据付においては、状況などを確認し、場合によっては発注者と協議し防護コン

クリートなど適切な処理を行うこと。 

（５）据付部仕上げ用モルタルとアンカーボルト埋込み及び埋込み用モルタル並びにポンプピ

ットへの取付けボルトナット等は、本工事に含む。 

  

４．操作（電気）設備 

（１）操作（電気）設備の配置は、原則として設計図書によるものとするが、操作及び保守点

検が容易な配置となるよう配慮する。 

（２）操作（電気）設備の据付に当たっては、機器及び装置の機能、現状及び現場条件に応じ

た適切な耐震施工を施さなければならない。 

（３）操作（電気）設備を固定する取付ボルト等については、各機器及び装置に作用する水平

力及び鉛直力に応じた適切なボルトナットを選定しなければならない。 

 （４）電線等は負荷等に対して余裕のある電気特性を有するものを使用し、ねじれ等が生じな

いよう、また、強い張力を与えないよう慎重に入線及び配線を行う。 

    また、端末には適当な大きさの端末処理材及び接続端子等を設け、色分け線、名札等に 

    より判別可能な状態で配線する。 

 （５）電線等の配線において、動力用と制御用は分離する。 

 （６）電気設備技術基準に基き接地を設ける。 

５．工事材料の検査又は試験 

   工事材料は、請負者の自主検査記録を確認する場合があるので、監督員から請求があった 

  場合は、これに応じなければならない。 

 

 

 

第１４章 試験及び検査 

   本工事の段階確認は下記に示すとおりとする。 

   ただし、方法、日程、監督員による確認（検査）及び立会等については監督員と協議し、

工場の段階確認は、日本国内の工場で行う。 

 （１）材料確認（主ポンプ設備、吐出管類、弁類） 

 （２）寸法確認（主ポンプ設備、吐出管類、弁類） 

 （３）性能確認（主ポンプ設備、吐出管類、弁類） 

（４）塗装確認（主ポンプ設備、吐出管類、弁類） 

 （５）試運転調整確認 

 



第１５章 工事カルテ作成及び登録 

  請負者は、受注時又は変更時において工事請負金額が 500 万以上の工事について、工事実績

情報サービス（CORINS）に基づき、受注･変更・完成・訂正時に工事実績情報として「工事

カルテ」を作成し、監督員の確認を受けたうえ、受注後は契約後、土曜日、日曜日、祝日等

を除き 10日以内に、完成時は工事完成後 10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請し

なければならない。ただし、請負金額が 500 万以上 2500 万未満の工事については、受注・

訂正時のみ登録するものとする。 

   登録機関発行の「工事カルテ受領書」が請負者に届いた際にはその写しを直ちに監督員に

提出しなければならない。なお、変更時と完成時の間が 10日間に満たない場合は、変更時

の提出を省略できるものとする。 

   工事カルテ作成等に要する費用は、請負者の負担とする。 

 

 

 

第１６章 その他 

 １．排出ガス対策型建設機械の使用 

  本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、排出ガス対策型建設機械を使用す

る。 

  ただし、これにより難しい場合は、監督員と協議する。 

  排出ガス対策型建設機械あるいは、排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、

現場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監督員に提出する。 

 

・対象機種一覧 

一般工事用建設機械 備     考 

・バックホウ 

・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） 

・ホイールクレーン 

・ディーゼルエンジン 

（エンジン出力 7.5kw～260kw）を 

搭載した建設機械に限る。 

     備考 

      道路運送車両の保安基準に排出ガス基準を定められている自動車の種別で、 

有効な自動車検査証の交付を受けているものを除く。 

２．建設工事に係る資材の再資源化に関する法律に係る資料の提出 

   この工事は、建設工事に係る資材の再資源化に関する法律第 11 条による通知を工事着

手前に行う必要があることから、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書をすみ

やかに提出しなければならない。 

   なお、工事完成後には第 18条による再資源化等報告書を提出しなければならない。 

３．特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置 

 （１）本工事は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年法律第 104 号）。 



   以下「建設リサイクル法」という。）に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源

化等の実施について適正な措置を講じる。 

 （２）請負者は、特定建設資材の分別解体等及び再資源化が完了したときは、建設リサイク

ル法第 18条に基づき、以下の事項等を書面に記載し、監督員に報告する。 

   ・再資源化等が完了した年月日 

   ・再資源化等をした施設の名称及び所在地 

   ・再資源化等に要した費用 

 

第１７章 定めなき事項等 

 １．契約書、設計図面及び本仕様書に示されていない事項であっても構造、機能上又は製作据

付上当然必要と認められる軽微な事項については請負者の負担で処理する。 

 ２．この仕様書に定めなき事項又は、この工事の施工に当たり疑義が生じた場合は、必要に応

じて監督員と協議する。 


